
貸　借　対　照　表

２０２５年　３月３１日現在

日本海事興業株式会社

           資　　　産　　　の　　　部　            負　　　債　　　の　　　部　

　科　　　　　　　目 金　   　額　（円）   科　　　　　　　目　 　金　  　額　（円）

　流 動 資 産　　 ( 2,333,339,930 ) 　流 動 負 債　　　 ( 533,899,181 )

現 金 預 金 1,625,636,365 39,677,000

売 掛 金 637,150,975 48,383,298

貯 蔵 品 45,749,336 7,500,000

前 払 費 用 10,599,142 12,327,321

そ の 他 流 動 資 産 17,054,881 271,282,843

貸 倒 引 当 金 △  2,850,769 7,529,584

240,000

1,560

41,910,375

繰 延 税 金 資 産 105,047,200

　固 定 資 産　　　 ( 2,363,145,598 ) 　固 定 負 債　　　 ( 363,802,645 )

　　有形固定資産　 ( 2,263,413,854 ) 182,757,000

船 舶 2,227,495,654 2,700,000

建 物 1,127,711 178,345,645

建 物 附 属 設 備 9,978,839

構 築 物 2,593,249

器 具 備 品 8,418,401

土 地 13,800,000

　　負   債   合   計 897,701,826

　　無形固定資産 ( 13,320,595 ) 　　　　純　　　資　　　産　　　の　　　部　

ソ フ ト ウ ェ ア 13,320,595 　株 主 資 本

その他無形固定資産 0  　資  本  金　　　 ( 200,000,000 )

　 利益剰余金　　　　　 ( 3,598,783,702 )

　　投資その他の資産　 ( 86,411,149 ) 利 益 準 備 金 ( 50,000,000 )

関 係 会 社 株 式 18,691,000 その他利益剰余金 ( 3,548,783,702 )

投 資 有 価 証 券 3,166,321
固 定 資 産 圧 縮 記 帳
積 立 金 138,569,319

差 入 保 証 金 9,544,680 別 途 積 立 金 160,000,000

長 期 前 払 費 用 3,950,352 繰 越 利 益 剰 余 金 3,250,214,383

そ の 他 投 資 25,487,470

繰 延 税 金 資 産 35,661,174

貸 倒 引 当 金 △  10,089,848

   純  資  産  合  計　 3,798,783,702

   資 　産 　合 　計 4,696,485,528    負債及び純資産合計　 4,696,485,528

繰 延 税 金 負 債

支 払 手 形

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

買 掛 金

前 受 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未 払 金

特 別 修 繕 引 当 金

仮 受 金



個　別　注　記　表

(1)資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券の評価基準及び評価方法　　移動平均法による原価法を採用しております。　

 ②棚卸資産の評価基準及び評価方法　　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　法人税法の定める定額法によっております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

　船   舶　　　　　　　　１４年

　建   物　　　　　　　　２４年

  建物附属設備 　１０年～１８年

　構築物　　　           ２０年

　工具器具備品 　　４年～１５年

無形固定資産　　 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に　　

　　　　　　　　　　 　基づく定額法を採用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）引当金の計上方法

 ① 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税の規定による法定繰入率を

　　参考にして設定しており、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

　　回収不能見込額を計上しております。

 ② 賞与引当金

　　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

 ③ 特別修繕引当金

　　船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、修繕見積額を計上しております。

 ④ 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく役員退職慰労金の期末要

　　支給額を計上しております。

 ⑤退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当期における退職給付債務（簡便法による期末自己
　　都合要支給額）及び年金資産（中小企業退職金共済制度の支給額）の見込額に基づき、

　　当該事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

（４）消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額　　 4,553,603,260円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数　　　　普通株式　　400,000株

（２）剰余金の配当に関する事項

　　①当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　　　配当金の総額 60,000,000円

　　　　株式の種類 普通株式

　　　　配当の原資 利益剰余金

　　　　1株当たり配当額 150円

　　　　基準日 2024年3月31日

　　　　効力発生日 2024年6月20日

 　②当事業年度後に行う剰余金の配当に関する事項

　　　　配当金の総額 90,000,000円

　　　　株式の種類 普通株式

　　　　配当の原資 利益剰余金

　　　　１株当たり配当額 225円

　　　　基準日 2025年3月31日

　　　　効力発生日 2025年6月30日

４．１株当たりの情報に関する注記

（１）一株当りの純資産額      9,496円96銭

（２）一株当りの当期純利益   　758円09銭

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
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